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分野別の主な取組 
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Ⅰ 保育サービスの充実により 
仕事と子育ての両立を支援 
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【 現 状 】 
    保育サービス定員は着実に増加、しかし待機児童数も増加 
  
 

○ 保育サービス定員 
  ２０年度  181,682人  ⇒ ２１年度 186,311人 （4,629人増） 
 

○ 待機児童数 
  ２０年度   5,479 人  ⇒ ２１年度  7,939 人 （2,460 人増） 

区市町村の保育サービス拡充の取組を強力に支援することで 
保育サービス利用児童数を２２，０００人増加（平成２２年度～２４年度）

【 現 状 】 
 
○ 午後６時を過ぎて開所している

施設は全体の２割程度であり、開
所時間延長のニーズは高い。 

 
○ 「学校内設置」を望む保護者は８

割を占めるが、設置数は全体の半
分以下。 

 
○ 国庫補助基準額が低いため、民間

参入は困難。 

＜都内学童クラブにおける開所状況＞ 

[平成 21 年 5 月 1 日現在]

＜待機児童の状況＞ ＜待機児童 7,939 人の保護者の状況＞
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788人 685人 692人

3,813人 4,794人

7,247人
4,601人

5,479人

7,939人

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成19年 平成20年 平成21年

0～2歳児

3歳以上児

増加

各年4月1日現在

就労中（非常勤）
21.6%

その他
7.9%

就労中（常勤）
33.8%

求職中
36.7%

 

 

 

 
 

 
 

������� 

【保育の質の向上に向けた取組】
◆ 認証保育所等運営指導・研修事業 

  ・新設の事業者に対して、専門職（保育士・栄養士）を活用した開設後早期の運営指導を実施 
  ・認証保育所施設長研修、家庭福祉員研修、認可外保育施設職員研修を実施 
 

◆ 保育人材確保事業 
 ・人材の確保に向け、保育士ＯＢ等に対して効果的な再就職支援を実施 

【都型学童クラブ（仮称）の創設】【新規】
・開所時間の延長や保育士等有資格者の配置など、都が定めた要件を満たす学童クラブ（公設民

営・民設民営）に対し、運営にかかる経費を補助。そのうち、新たに学校内に設置する学童ク
ラブに対しては、さらに一定期間区市町村の負担を軽減。 
[補助率１/２ 新たに学校内に設置する場合３/４] 

【保育サービスの拡充】 
◆ 待機児童解消区市町村支援事業 

・待機児童の解消に向け、保育の実施主体である区市町村が地域の実情に応じて実施する事
業を広く支援し、0～2歳児の定員拡充につながる取組を重点的に支援 
【補助対象】 

・保育所等の開設準備支援 
・事業者負担軽減のための開設準備経費補助の充実 
・保育所等整備にかかる区市町村負担の軽減 
・その他待機児童解消に資する事業 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 認証保育所運営費補助単価の見直し 
・単価区分を従来の４区分から９区分に細分化し、最も高い補助単価の適用区分を従来の定

員３０人までから定員４０人までに広げることで、認証保育所の定員拡大を促進 
 

◆ 家庭福祉員事業の充実【一部新規】 
・家庭福祉員及び利用者の拡大を図るため、家庭福祉員の休暇時に代替保育を行う仕組みを

制度化するとともに、補助員雇用に対する補助や複数の家庭福祉員が同一建物内で保育を
行うモデル事業を実施 

 
◆ 定期借地権利用による認可保育所整備促進事業【新規】 

・定期借地権設定時に必要な一時金の１／２を補助することで、認可保育所の設置を促進 
 

◆ パートタイム労働者等向け保育サービスの充実【新規】 
・認可保育所に加え、認証保育所や家庭福祉員等を活用し、パートタイム労働者等にも利用

しやすい都独自の定期利用保育事業（仮称）を創設 
 

◆ 事業所内保育施設支援事業の充実 
・事業所内保育施設に対する補助期間を延長するとともに、中小企業に対する補助率アップ

や従業員以外の子供を受け入れた場合にも補助対象とするなど支援を充実 

0～2歳児について、4月1日現在の待機

児童数以上の定員拡充のための整備を実

施する場合等 

※１ 区市町村負担を1/2に軽減 

※２ 補助率1/2⇒3/4等 

事業者
１／８都１／８

都及び区市町村
３／８

都
１／４

都
１／４

区市町村
１／４

区市町村１／８

事業者
１／２

負担軽減

通常の
負担割合

事業実施後

【認証保育所の例】 
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【保育の質の向上に向けた取組】
◆ 認証保育所等運営指導・研修事業 

  ・新設の事業者に対して、専門職（保育士・栄養士）を活用した開設後早期の運営指導を実施 
  ・認証保育所施設長研修、家庭福祉員研修、認可外保育施設職員研修を実施 
 

◆ 保育人材確保事業 
 ・人材の確保に向け、保育士ＯＢ等に対して効果的な再就職支援を実施 

【都型学童クラブ（仮称）の創設】【新規】
・開所時間の延長や保育士等有資格者の配置など、都が定めた要件を満たす学童クラブ（公設民

営・民設民営）に対し、運営にかかる経費を補助。そのうち、新たに学校内に設置する学童ク
ラブに対しては、さらに一定期間区市町村の負担を軽減。 
[補助率１/２ 新たに学校内に設置する場合３/４] 

【保育サービスの拡充】 
◆ 待機児童解消区市町村支援事業 

・待機児童の解消に向け、保育の実施主体である区市町村が地域の実情に応じて実施する事
業を広く支援し、0～2歳児の定員拡充につながる取組を重点的に支援 
【補助対象】 

・保育所等の開設準備支援 
・事業者負担軽減のための開設準備経費補助の充実 
・保育所等整備にかかる区市町村負担の軽減 
・その他待機児童解消に資する事業 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 認証保育所運営費補助単価の見直し 
・単価区分を従来の４区分から９区分に細分化し、最も高い補助単価の適用区分を従来の定

員３０人までから定員４０人までに広げることで、認証保育所の定員拡大を促進 
 

◆ 家庭福祉員事業の充実【一部新規】 
・家庭福祉員及び利用者の拡大を図るため、家庭福祉員の休暇時に代替保育を行う仕組みを

制度化するとともに、補助員雇用に対する補助や複数の家庭福祉員が同一建物内で保育を
行うモデル事業を実施 

 
◆ 定期借地権利用による認可保育所整備促進事業【新規】 

・定期借地権設定時に必要な一時金の１／２を補助することで、認可保育所の設置を促進 
 

◆ パートタイム労働者等向け保育サービスの充実【新規】 
・認可保育所に加え、認証保育所や家庭福祉員等を活用し、パートタイム労働者等にも利用

しやすい都独自の定期利用保育事業（仮称）を創設 
 

◆ 事業所内保育施設支援事業の充実 
・事業所内保育施設に対する補助期間を延長するとともに、中小企業に対する補助率アップ

や従業員以外の子供を受け入れた場合にも補助対象とするなど支援を充実 

0～2歳児について、4月1日現在の待機

児童数以上の定員拡充のための整備を実

施する場合等 

※１ 区市町村負担を1/2に軽減 

※２ 補助率1/2⇒3/4等 

事業者
１／８都１／８

都及び区市町村
３／８

都
１／４

都
１／４

区市町村
１／４

区市町村１／８

事業者
１／２
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通常の
負担割合

事業実施後

【認証保育所の例】 
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Ⅱ 介護サービス基盤の充実 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 介護サービス基盤の不足 

  ○ 急激な高齢化により、在宅生活が困難な重度の要介護者が増加 

○ 入所・居住系サービス施設の整備率が低い 

※ 都道府県別高齢者人口当たりの整備率：特養42位、老健47位、ＧＨ47位 

（平成18年）

○ 地価が高い都市部では、施設用地確保が困難 

 
 

介護サービス基盤の不足を解消する施策を推進 
 

� 要介護者の増加 

 ○ 平成１７年から４７年には２倍以上に 

 ○ 要介護認定者数が３８万（平成 17 年）→５５万人（平成 27 年） 

 ○ 単独世帯等の増加に伴い、見守りが必要な高齢者数*は、増加する 

  * 見守りが必要な高齢者数：単独及び夫婦のみ世帯に属する虚弱・要介護高齢者のうち、在宅で生活する高齢者数 

 
� 認知症高齢者の増加 

 ○ 認知症高齢者２９万人（平成２０年） 

 ○ 高齢者の約１２％が認知症 

 ○ 高齢者人口の増加に伴い急増 

������ 

世界中のどの国も経験したことのない超高齢社会の到来 

� 平成２７年の高齢化の状況

 ○ 高齢者人口は300万人を超え、４人に１人は高齢者となる 

 ○ 特に75歳以上の高齢者人口の割合が急増（平成３２年には75歳未満の高齢者数

を上回る） 

 ○ 単独世帯（一人暮らし高齢者世帯）が５０万（平成17年）→７４万世帯 

 ○ 夫婦のみ高齢者世帯が４７万（平成 17 年）→６１万世帯 

�������� 
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� ���介護者向けの特別養護老人ホームや老人保健施設、認����者向けの 

�ループホーム（��）の整備を�き�き促進 
 
＜共通＞ 

・整備率の低い地域には加算を行うなど、補助額を充実 

※ 特養・老健 補助基準額 定員１人当たり4,300、5,375、6,450千円 

ＧＨ    補助基準額 １ユニット当たり20,000～30,000千円 

 ・土地確保が困難であることから、区市町村有地を活用した整備をさらに促進するた

め、補助基準額の増額など区市町村に対する財政支援を拡充 

 ・定期借地権の一時金に補助を行い、特別養護老人ホームと老人保健施設の施設用地

確保を支援【新規】 
 
＜特養＞ 

・一部の居室を従来型個室・多床室で創設する場合も補助対象とし、区市町村の実 

情を踏まえた整備を促進【新規】 
 
＜ＧＨ＞ 

・多様な資源が集積している東京の特徴を活かし、民間企業による整備やオーナー 

 型＊整備を積極的に推進 

* オーナー型：社会福祉法人や医療法人等への貸付けを目的として、法人又は個人が整備するもの 

 

� ショートステイの整備を促進【新規】 

 ・特別養護老人ホーム併設以外のショートステイ整備を促進 
 

� 施設の大規���の対象を拡大 

 ・現施設の安定的な運営を図るため、補助対象を養護老人ホーム（特定施設の指定 

を受ける施設に限る）にも拡大 

 

 

�������

� ����時�に�さ�しい新たな�すまい�東京�デル（���22） 
 
� 医療・介護��型��者�用�貸住��デル�業 

・介護だけでなく医療的ケアを提供できる住まいの整備を促進 
 
� ��老人ホーム（大�市・�規��イプ）整備�補助【新規】 

・面積基準を緩和した低所得者向けのケアハウスの整備を促進 
 
� シルバー交番（仮称）の設置【新規】 

・地域におけるワンストップサービス機能を担い、介護保険外サービスなどの

コーディネート、安否確認等を行うシルバー交番（仮称）を設置 
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� ���介護者向けの特別養護老人ホームや老人保健施設、認����者向けの 

�ループホーム（��）の整備を�き�き促進 
 
＜共通＞ 

・整備率の低い地域には加算を行うなど、補助額を充実 

※ 特養・老健 補助基準額 定員１人当たり4,300、5,375、6,450千円 

ＧＨ    補助基準額 １ユニット当たり20,000～30,000千円 

 ・土地確保が困難であることから、区市町村有地を活用した整備をさらに促進するた

め、補助基準額の増額など区市町村に対する財政支援を拡充 

 ・定期借地権の一時金に補助を行い、特別養護老人ホームと老人保健施設の施設用地

確保を支援【新規】 
 
＜特養＞ 

・一部の居室を従来型個室・多床室で創設する場合も補助対象とし、区市町村の実 

情を踏まえた整備を促進【新規】 
 
＜ＧＨ＞ 

・多様な資源が集積している東京の特徴を活かし、民間企業による整備やオーナー 

 型＊整備を積極的に推進 

* オーナー型：社会福祉法人や医療法人等への貸付けを目的として、法人又は個人が整備するもの 

 

� ショートステイの整備を促進【新規】 

 ・特別養護老人ホーム併設以外のショートステイ整備を促進 
 

� 施設の大規���の対象を拡大 

 ・現施設の安定的な運営を図るため、補助対象を養護老人ホーム（特定施設の指定 

を受ける施設に限る）にも拡大 
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� ����時�に�さ�しい新たな�すまい�東京�デル（���22） 
 
� 医療・介護��型��者�用�貸住��デル�業 

・介護だけでなく医療的ケアを提供できる住まいの整備を促進 
 
� ��老人ホーム（大�市・�規��イプ）整備�補助【新規】 

・面積基準を緩和した低所得者向けのケアハウスの整備を促進 
 
� シルバー交番（仮称）の設置【新規】 

・地域におけるワンストップサービス機能を担い、介護保険外サービスなどの

コーディネート、安否確認等を行うシルバー交番（仮称）を設置 
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Ⅲ 障害者の地域生活支援の充実 

（医療的ケア体制の強化） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜重症心身障害児（者）の状況＞ 

【在宅重症心身障害児（者）の地域療育体制の充実・強化】 
◆ 重症心身障害児在宅療育支援事業【新規】 

・NICU 等から在宅への円滑な移行を支援するため、入院中からの相談等を実施 
・研修の実施やマニュアルの作成等により訪問看護師のレベルアップを図るとともに、関係

機関との連携を強化するなど、在宅で生活する重症心身障害児（者）の支援を充実 
 

◆ 短期入所・通所事業における医療支援の充実【新規】 
 ・医療ニーズの高い重症心身障害児（者）を受け入れるための看護師の配置を支援 
 
◆ 看護師確保緊急対策事業の充実【一部新規】 

・重症心身障害児施設で働く看護師の確保、定着に向け、研修や資格取得の機会を提供する
とともに、勤務環境改善（都立施設）及び看護師募集対策を充実 

【 現 状 】 

○都内の重症心身障害児（者）は約 4,300 人 

○NICU 等医療機関から在宅への円滑な移行とその継続支援が必要 

○在宅の重症心身障害児（者）における医療ニーズの高まり 

ライフステージに応じた在宅支援の充実と、セーフティネットとして

の施設の計画的な改築 

重症心身障害児（者）に対する支援の充実 
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「東京都重症心身障害児通所施設連絡会資料」より

都内通所利用者の重症化率

準・超重症児者

超重症児者

学齢期
（1,260人）

0歳 18歳6歳 40歳

乳幼児期

（600人）

青年期(卒後)

（1,600人）

中高年期

（840人）

都内推計　約4,3０0人

都内の重症身心障害児（者）数　約4,300人（平成20年度概算推計）

0

200

400

600

800

1,000

0～9 10～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～

在宅者人口

入所者人口

居住別の重症心身障害児（者）の年齢分布イメージ

年齢区分
（歳）

（人） 入所者と在宅者の比率は全年齢
平均で約３：７
40歳代で在宅者と入所者の比
率が逆転。
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【発達障害者（児）への支援の充実】 
◆ 発達障害者支援体制整備推進事業【新規】 
・ これまでの区市町村におけるモデル事業の成果の普及を図るとともに、支援機関に従事する専門

的人材の育成等を実施 
 

◆ 発達障害者社会参加支援普及事業【新規】 
・ 一般就労に至らない様々な生活上の困難を抱える成人期の発達障害者への支援手法を検討 
 

◆ 区市町村発達障害者支援体制整備推進事業【新規】 
・ 区市町村における発達障害児の早期発見や支援体制の構築を支援 
 

【高次脳機能障害者に対する専門的リハビリテーションの充実】 

◆ 高次脳機能障害者支援普及事業【一部新規】 
・高次脳機能障害のリハビリの中核を担う病院にアドバイザーを設置し、リハビリ技術や個別支援

の相談に応じるとともに、医療従事者を対象とした人材研修を行うモデル事業を実施 

 

精神障害者に対する支援の充実 

【 現 状 】 
○医療機関の偏在や精神科医療に関する情報の不足により、退院後、地域での医療に

繋がりにくい場合がある 
○夜間休日の医療提供体制が十分でないため、症状悪化時の迅速な対応が難しい 
○地域における精神科医療機関の相互連携や、医療機関と相談支援機関との連携確

保、複雑困難事例に対する地域の支援体制の強化が課題        など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ アウトリーチ支援… 精神科医師、看護師、心理職など他職種がチームを組んで訪問支援を行うことにより、 

適切な対応へと結び付ける支援 

発達障害者（児）・高次脳機能障害者に対する支援の充実 

＜ネットワークモデル事業＞ 
【地域における精神科医療提供体制の整備】
 
◆ 地域精神科医療ネットワークモデル事業 
・地域で必要な時に適切な医療が受けられるよう、

協力医療機関の確保及び医療連携を促進するた
めのツール開発等を行い、地域の精神科医療ネッ
トワーク構築に向けた体制を整備 
 [内容] ・ネットワーク推進会議の設置 

・地区モデル事業（２圏域） 
 
◆ アウトリーチ支援モデル事業 
・区市町村等関係機関からの要請を受け、３か所の

精神保健福祉センターに設置する「アウトリーチ
支援（※）チーム」が、複雑困難事例について、
地域の関係機関との密接な連携のもと計画的か
つ集中的な支援を実施  

ネットワーク構築推進会議

○モデル事業推進員１名を配置
　・推進会議の運営
　・モデル事業の企画、調整、事業評価及
　　び検証、普及啓発

情報提供・報告

地区モデル事業

○２圏域で実施
○地域特性を反映した連携ﾓﾃﾞﾙの構築
○マップ等作成             　　　　など
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Ⅳ 低所得者・離職者の生活安定に向けた取組 
 

 

 
 
� 生活安定化総合対策事業の実施（事業開������年�） 

生活向上への意欲があるにもかかわらず、低所得の状態からなかなか抜け出せな

い人々が、安定した生活が送れるよう多様な支援を実施 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

�������

 

低所得者 

（若年層、

ひとり親、

中高年等） 

住居喪失
不安定就
労者 

生活安定
応援事業 
（全区市
町村に生
活相談等
の窓口を
設置） 

ＴＯＫＹＯチャレンジネット 

（生活支援、居住支援、就労支援）

生活サポー

ト特別貸付

事業 

 

・生活資金

無利子貸

付 

・就職等一

時金無利

子貸付 

安
定
し
た
生
活
の
確
保

就職チャレンジ支援事業 
※産業労働局 

介護福祉士等修学資金 

能力開発講座 
キャリアカウンセリング 

介護施設等でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ 

低所得世帯

の子ども 
チャレン
ジ支援貸
付事業 

正
規
雇
用
し
た
企
業
等
へ
の
採
用
助
成
金 

生活の安
定と介護
人材の確
保 

ＴＯＫＹＯチャレンジ介護 
生活支援、居住支援（一時住居の確保）、 
就労支援（ヘルパー等の資格取得） 

・資格取得コース 
・離職者支援コース

専用
相談
窓口

生活安定化総合対策事業の概要図 

� 住居を失�た離職者を支援する�たなセー���ネットの�� 
（�事業��� �� 年 �� �事業開�） 

 現下の厳しい雇用情勢に対応し、離職者の生活及び求職活動を支援 
 
� 住宅手当��特別�置事業（窓口��及び区市） 

 ・住居喪失等の状態にある離職者に対し、住宅手当を支給 
 
� 生活福祉資金貸付��の��し（窓口���福祉���） 

 ・継続的な相談支援と併せて生活費及び一時的な資金の貸付けを行う「総合支

援資金」を創設するなどの資金種類の整理・統合 

  ・貸付利子の引下げや連帯保証人の要件緩和 
 
� �時特��な�資金貸付事業（窓口���福祉���） 

 ・住居のない離職者に対し、公的給付金・貸付金の交付を受けるまでの当面の 

生活費を貸付 



－ 15 － 15

319 250
146

1,579

764

373

0

500

1,000

1,500

2,000

承認書発行 資格取得者 就職者

離職者支援コース

資格取得コース

 

 

� 生活安定�援�業 

・全区市町村に相談窓口を整備 

・生活相談、就業支援窓口やその他関係施策への紹介 

・生活資金の無利子貸付等 

 

� 住居喪失不安定就労者��ート�業 ������ チャレンジネット� 

・対象：生活向上の意欲がある住居喪失不安定就労者（ネットカフェ等利用生活者） 

・生活相談、現場に出向いて行う巡回相談 

・住宅情報提供等の居住支援 

 ・国と連携した就労支援等 

 

� 生活��ート��貸付�業 

・対象：生活安定への意欲がある低所得者 

・職業訓練等を受講する前後の生活資金及び就労のための一時金を無利子貸付 

 

� チャレンジ支援貸付�業 

・対象：子供がいる低所得世帯 

・学習塾などの費用や高校や大学の受験費用を貸付 

 

� 介護人材�成支援�業 

�ＴＯＫＹＯチャレンジ介護� 

・対象：介護職場への就職を目指す離職者等  

・ホームヘルパー２級課程の無料受講 

・福祉人材センターによる就職支援 

・受講修了者を採用した施設に助成金を支給 

・資格取得コース 

   受講奨励金の支給 

・離職者支援コース 

   一時住宅の確保、生活費・就職一時金の 

貸付 

������������

生活安定応援窓口　相談状況

3,821
3,559

3,919

1,022 973 1,004

4,142

4,671

4,004
3,316 3,730 4,048

1,420 1,280

1,943
1,443

1,148 1,324

0

2,000

4,000

6,000

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

相談件数 窓口来所者数

相談件数は延べ件数（来所、電話での問い合わせ等全て含む）
窓口来所者数は実人数

TOKYOチャレンジネット　相談状況（平成21年12月末現在）

341 422

5,666

1,699

0

2,000

4,000

6,000

電話相談 メール相談 巡回相談 相談登録者

ＴＯＫＹＯチャレンジ介護 実績 
（平成 21 年 12 月末現在） 
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Ⅴ がん対策の充実 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

��������������

 
○ がん検診受診率の向上 

・区市町村の受診率向上の取組を支援するとともに、職域での受診促進の取組を強化

○ がん検診の質の向上   ・がん検診従事者の人材育成  

○ がん診療体制等の強化 
・がん診療連携拠点病院、東京都認定がん診療病院の規模拡大 
・地域連携クリティカルパスの整備等による地域連携の充実  

○ がん登録の推進 

・がん登録センターを創設し、院内がん登録の実施体制を充実 

○ 緩和ケア�相談支援の充実 
・緩和ケア医師研修の充実、休日・夜間の相談支援の実施  

����� 

■ 基��� 

   ○ がんの予防と早期発見の推進  ○ 高度ながん医療の総合的な展開 

  ○ 患者・家族の不安の軽減    ○ がん登録と研究の推進 

�がん検診の受診率� 

  胃がん 

  肺がん 

  大腸がん 

  子宮がん 

  乳がん 

 

29.9％ 

20.3％ 

24.9％ 

23.5％ 

22.8％ 

 

35.6％ 

39.6％ 

35.7％ 

34.8％ 

30.9％ 

 

 

 50％ 

 

〔計画策定時〕 〔 現 状 〕 〔 目 標 〕

             ○ 質の高いがん医療の提供 

患者のＱＯＬの向上を目指したがん医療の推進 

  ○ 放射線治療及び化学療法の推進 

○ 緩和ケアの充実  ○ 在宅医療・地域連携の充実

○ がん医療に関する相談支援及び情報提供 

（※計画期間 平成 20 年度～平成 24 年度） 

「東京都福祉保健基礎調査」「東京都がん検診実態調査報告書」 

（18 年度） （20 年度） （24 年度）

※均てん化…全国どこでもがんの標準
的な専門医療を受けられるよう、医
療技術等の格差の是正を図ること 

�がんの年�調整��率� 93.9 
（17 年） 

88.9 

（19 年） 

75.1 
（24 年度）＜全体目標＞ 

�がん医療の均てん化� 

（75 歳未満／人口 10 万対） （20％の減少）

 

 

 
- 
 

がん検診受診率の向上 

区市町村への支援 

・受診率向上施策検討会により課題を把握・分析 

→シンクタンク等を活用して、地域の実態にあわせた効果的な受診促進策を策定

→区市町村へ提案、受診率向上に向けた区市町村の取組を支援 

職域への支援 

・検診に積極的な企業を支援 

→「がん検診推進サポーター」事業により、企業との連携を一層促進 

→効果的な企業の取組例を紹介し、広く職域での受診率向上を推進 

◆ がん検診受診率向上事業での取組 

◆ 職域がん検診支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療支援・研修かかりつけ医

患者
高度ながん医療の提供

相談対応･情報提供

在宅緩和ケア
支援センター

在宅療養生活の
支え

在宅療養生活支援
体制の強化

がん登録データ
東京都

（がん登録センター）

がん診療連携拠点病院
東京都認定がん診療病院
 (相談支援センター）

病　院

地域連携パス

がん医療提供体制の強化 

◆ がん診療連携拠点病院 

◆ 東京都認定がん診療病院 

 

 

 

 

◆ 都内共通の 5 大がん地域連携クリティカルパスの整備等によるがん診療連携 

体制の充実 

◆ 「がん登録センター」を設置し、データを分析・評価、がん診療機能を向上 

◆ がん患者・家族への相談支援体制を充実 

を中心として、安心・適切ながん医療を提供 

������� 

◇ 拠点病院 14 か所 

◇ 認定病院 10 か所 
◆ 30 か所程度へ大幅に拡充 

＋ 認定病院の研修・地域連携機能強化 
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- 
 

がん検診受診率の向上 

区市町村への支援 

・受診率向上施策検討会により課題を把握・分析 

→シンクタンク等を活用して、地域の実態にあわせた効果的な受診促進策を策定

→区市町村へ提案、受診率向上に向けた区市町村の取組を支援 

職域への支援 

・検診に積極的な企業を支援 

→「がん検診推進サポーター」事業により、企業との連携を一層促進 

→効果的な企業の取組例を紹介し、広く職域での受診率向上を推進 

◆ がん検診受診率向上事業での取組 

◆ 職域がん検診支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療支援・研修かかりつけ医

患者
高度ながん医療の提供

相談対応･情報提供

在宅緩和ケア
支援センター

在宅療養生活の
支え

在宅療養生活支援
体制の強化

がん登録データ
東京都

（がん登録センター）

がん診療連携拠点病院
東京都認定がん診療病院
 (相談支援センター）

病　院

地域連携パス

がん医療提供体制の強化 

◆ がん診療連携拠点病院 

◆ 東京都認定がん診療病院 

 

 

 

 

◆ 都内共通の 5 大がん地域連携クリティカルパスの整備等によるがん診療連携 

体制の充実 

◆ 「がん登録センター」を設置し、データを分析・評価、がん診療機能を向上 

◆ がん患者・家族への相談支援体制を充実 

を中心として、安心・適切ながん医療を提供 

������� 

◇ 拠点病院 14 か所 

◇ 認定病院 10 か所 
◆ 30 か所程度へ大幅に拡充 

＋ 認定病院の研修・地域連携機能強化 
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Ⅵ 小児救急医療・周産期医療の充実 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

�����医療資源 

項　目

小児科医師 4,217人 3,725人 H20 △ 492人 △ 11.7%

産婦人科医師 1,573人 1,453人 H20 △ 120人 △ 7.6%

小児科標榜施設 3,671施設 3,334施設 H18 △ 337施設 △ 9.2%

分娩取扱施設 304施設 192施設 H17 △ 112施設 △ 36.8%

H8

差　引

 

 

 

 
 

○ ��れ�医療資源����������、�次���次までの医療機関

の連携�より、�スク�応����分�の��で、���・����小

児救急・周産期医療体制�構築 

○ 小児科・産婦人科�����医師���対応�����の��対� 

○ 小児�次救急の整備/ＮＩＣＵ病床整備�� 

����� 

����� 

【課 題】◇ 医療機関の体制確保困難     ◇ 医療資源の地域偏在 

◇ 二次救急医療機関、周産期母子医療センターへの受診集中 

◇ 重症・重篤患者への対応 

＜小児救急医療＞ ○ 小児初期救急診療事業運営費補助  

○ 休日・全夜間診療事業（小児/重症対応/ﾄﾘｱｰｼﾞﾅｰｽ） 

 ○ 救急専門医養成事業（小児救急）          等 

 

＜周産期医療＞  ○ ＮＩＣＵ病床整備 219 床（平成 21 年 12 月現在） 

○ 周産期母子医療センター機能強化（搬送調整機能等） 

○ 周産期医療ネットワークグループの構築開始 

○ スーパー総合周産期センター 

○ 周産期連携病院  

○ 周産期搬送コーディネーター配置         等 

これまでの取組 

「医師・歯科医師・薬剤師調査」
「医療施設調査」より作成 

 
      

◆ 子ども救命センター（仮称）の創設 
・重篤な小児救急患者を迅速に受け入れ、外科、内科を問わず小児特有の症状に対応

した高度な救命治療を行う「子ども救命センター（仮称）」を設置 

◆ 小児医療ネットワークの構築 
・子ども救命センター（仮称）を核とした初期から三次までの小児医療連携を構築 

  （・小児救急医療対策協議会 ・小児医療ネットワークモデル事業（多摩地域）） 

     

「子ども救命センター（仮称）」

診 療 所
（ か か り つ け 医 ）

救 命 救 急 セ ン タ ー

１ １ ９ 番 通 報

初 期 救 急 施 設

二 次 施 設 （ 重 症 対 応 ） 二 次 施 設

初 期 救 急 施 設
診 療 所

（ か か り つ け 医 ）

三 　 次
（ 重 症 ・ 重 篤 ）

ニ 　 次
（ 中 等 症 ）

初 　 期
（ 軽 症 ）

連 携

連 携

 
 

 

◆ ＮＩＣＵ病床を 1.5 倍に拡大（219 床⇒320 床（平成 26 年度末））
・ハイリスク妊婦や高度医療が必要な新生児等に対する医療を確保 
・運営費補助、施設整備費補助の拡充により整備を促進 

◆ スーパー総合周産期センターの整備 
・緊急に母体救命処置が必要な妊産褥婦を必ず受け入れる「スーパー総合周産期セン

ター」を、区部 3 か所に加え、新たに多摩地域に設置 

◆ 多摩新生児連携病院の創設 
・人工呼吸管理が必要な準重症児を受け入れる「多摩新生児連携病院」を 4 か所整備

◆ ＮＩＣＵからの円滑な退院に向けた支援 
・検討会の結果を踏まえ、モデル事業を実施 

◆ 周産期医療ネットワークグループの構築 
 

 

 

◆ 休日・全夜間診療事業（小児）参画等支援/小児救急医師確保緊急事業

◆ 救急専門医等養成事業（小児） 

◆ 新生児医療担当医確保事業/産科医等確保支援事業 

具体的取組内容 

小児救急医療 

周産期医療 

人材確保 
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ター」を、区部 3 か所に加え、新たに多摩地域に設置 

◆ 多摩新生児連携病院の創設 
・人工呼吸管理が必要な準重症児を受け入れる「多摩新生児連携病院」を 4 か所整備

◆ ＮＩＣＵからの円滑な退院に向けた支援 
・検討会の結果を踏まえ、モデル事業を実施 
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◆ 休日・全夜間診療事業（小児）参画等支援/小児救急医師確保緊急事業
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具体的取組内容 
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Ⅶ 新型インフルエンザ対策の強化 
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� �実な新型インフルエンザ対�の実施 

 ○ ����、医療提供体制の確保、抗インフルエンザウイルス薬や防護具の備蓄、 

�確な情報の��な提供に�めるな�、�実な対�を実施 

 

○ ���て、��感染力や���の強�新型インフルエンザの発生に備�た保健 

医療体制を整備 

����� 

【発生状況と対応】 

4 月 ＷＨＯ（世界保健機関）が新型インフルエンザの発生を宣言 

都：24 時間サーベイランス体制を開始、発熱相談センター設置 

5 月 国内初の感染者確認 国：国内発生宣言 

7 月 都：新型インフルエンザ相談センター設置 

全ての一般医療機関で外来診療を実施 

9 月 都：流行注意報発令 

10 月 都内で初めての死亡者確認  

都：流行警報発令 優先接種者へのワクチン接種開始 

1 月 都：流行警報解除 健康成人等へのワクチン接種開始 

 

○ 医療物資の確保 

・抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 計 605 万人分 

・医療従事者向け防護具       計 340 万セット 

○ 医療体制の整備促進 

・医療機関の外来機能、入院機能の整備を促進するため、支援を充実 

（独自の補助制度の創設、既存制度の拡充、医療提供体制確保に向けた取組） 

・感染症診療協力医療機関の指定拡大 69 か所   （平成 22 年 1 月現在） 

○ 的確な情報提供 

・サーベイランス体制の強化 ・都民や事業者に向けた適切な情報発信 

� 都�、新型インフルエンザ発生�初��、関�機関と��に���、

流行の状況を��に���、診療体制を整備するな�、的確に対応
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� 医療��の確保 

・タミフル、リレンザ   770 万人分 （平成 22 年度 165 万人分） 

・医療従事者向け防護具  480 万セット（平成 22 年度 140 万セット） 
 

� 医療��体制の�備 
・診療協力医療機関    80 か所程度に指定を拡大 
・感染症入院医療機関の拡充 
・疑い患者の一時受入医療機関の確保 

・地域医療体制の強化 … 都内 10 か所の地域単位の協議会を活用し、地域医療の 

実践的な連携体制を構築 

 

      
 

 

� ���発活動の�� 
・正しい知識や対応方法を周知するため、車内広告掲載やリーフレットの配布等により 

都民や事業者に効果的に情報を発信 
 

� 情報の収集・解析・発信機能等の強化 
・健康安全研究センターにおいて、感染が疑われる患者の迅速な検査、分析や情報の 

収集、解析、発信等の機能を強化 
・健康危機管理の技術的拠点として、「健康危機管理センター（仮称）」を 24 年度開設 

・「救急搬送サーベイランス」の活用 
 

� ガイドライン等の見直し 
・ウイルスの感染力や病原性などの違いに柔軟・的確に対応できるよう、国の動向も 

踏まえながら、ガイドライン・対応マニュアルの見直しを検討 

������� 

� 平成 21 年 4 �に発�した��インフル�ンザ（���1�1）を踏ま 

えた対応�の強化 

 備蓄  
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都民や事業者に効果的に情報を発信 
 

� 情報の収集・解析・発信機能等の強化 
・健康安全研究センターにおいて、感染が疑われる患者の迅速な検査、分析や情報の 

収集、解析、発信等の機能を強化 
・健康危機管理の技術的拠点として、「健康危機管理センター（仮称）」を 24 年度開設 
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� ガイドライン等の見直し 
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Ⅷ 高齢者の新たなすまい「東京モデル」、 
「少子化打破」緊急対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆ ケア付きすまい（賃貸住宅）の整備＊（モデル１） 
 
・高齢者が適切な負担で入居できる高齢者向け優良賃貸住宅や適合高齢者専用住宅を整備 
・バリアフリー化、緊急時対応や安否確認等のサービスを提供し、質を確保 
・医療、介護施設の併設を促進（医療・介護連携型高齢者専用賃貸住宅モデル事業を含む） 
・公有地などの土地資源や統廃合した学校などの既存ストックを有効活用 

＊医療・介護連携型高齢者専用賃貸住宅モデル事業以外の所管は、都市整備局 
 
◆ 都型ケア��スの整備（モデル２） 
 （軽����ーム（大都市・����イプ）の整備） 
   
・地価が高い大都市の実情を踏まえ、居室面積要件の緩和等新たな施設基準を設定し、入居 

者の家賃負担を軽減 
・食事等の日常的な生活支援サービスを提供 
・公有地などの土地資源や統廃合した学校などの既存ストックを有効活用 

 
◆ シルバー交番（仮称）の設置（モデル３） 
 
・地域における２４時間３６５日ワンストップサービス窓口の機能 
・高齢者への訪問活動、情報の一元的収集・共有化、インフォーマルサービス（介護保険外）

を含めた提供体制のコーディネート、緊急時対応、安否確認を実施 
・単身・夫婦のみ世帯高齢者、日中独居高齢者のうち希望する者に緊急通報システム・生活 

リズムセンサーを設置 

 

 
ケア付すまい

【東京モデル１】
【東京モデル２】

在宅 

【東京モデル３】 
シルバー交番（仮称） 

施設 

在宅 施設 

○東京の急激な高齢化 

○高齢者のみ世帯の増加 

○土地がなく地価が高い 

○身体機能の低下に応じた
住宅や施設が不足 

○家族や地域の支え合いの
機能が低下 

��の�すまい�

の不安が増大 

「 東 京 モ デ ル 」 

高齢者の新たなすまい「東京モデル」を整備 

【現状】：「在宅」か「施設」かの二者択一 

��高齢�������い新たな「すまい」�現�� 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

「少子化打破」緊急対策 

 ���方�� 

①都自らの責任で、大都市特性を踏まえた「先駆的取組」を展開 

  ②実効性ある政策提言と大胆な「社会実験」により国を先導 

�期間� 

 平成 22 年度から 24 年度までの３年間 

�事業規�� 

 「少子化打破」緊急対策事業 約４７０億円（３か年） 

��策分�� 

 子育て支援、医療、雇用、子育て環境（住宅・教育・地域） 

分野別主なポイント（福祉保健局関連）

「少子化打破」緊急対策 

少子化の流れを変えるためには
 1 働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現 
 ２仕事と子育ての両立を支えるｻｰﾋﾞｽの充実  が必要

【保育サービスを大増設】 
保育サービス利用児童数を平成22年度から24年度までの３か年で22,000人増加 
 パートタイム労働者等が利用しやすい「定期利用保育事業」（仮称）を創設【新規】
 定期借地権利用による認可保育所の整備を促進【新規】 
 認証保育所の運営費の補助単価区分の見直しを行い、定員の拡大を促進 

 
【都型学童クラブ（仮称）の創設】【新規】 

午後7時以降まで開所時間を延長するなど、都が定めた要件を満たす学童クラブを支援 

【小児救急医療体制の強化】 
子ども救命センター（仮称）を中核とした初期から三次までの緊密な連携を構築し、小児
医療提供体制を強化 
 子ども救命センター（仮称）の創設【新規】 
 小児医療ネットワークの構築【新規】 

【周産期医療体制の強化】 
 ＮＩＣＵ病床数を1.5倍に拡大（平成21年度 219床 → 平成26年度 320床）
 人工呼吸管理が必要な準重症児を受け入れる「多摩新生児連携病院」を創設【新規】

子育て支援分� 

医療分� 

出産を機に、就労していた女性の７割が離職
就労と出産・子育ては二者択一の状況 

少子化を解決するための方向性  
○ 未婚化の進行 
 

○ 晩婚化の進行・ 

初産年齢の上昇 
 

○ 夫婦の出生力の低下 

少子化の原因 
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